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［ポイント１］コンサルティング事業範囲の拡充 

 従来のコンサルティング事業は、相模原市周辺地域のものづくり中小企業の申請

書作成支援に対して対価を得て実施するものであったが、今期よりその範囲を拡充

し、相模原市周辺地域企業の成長支援や課題解決支援に対しても対価を得て実施す

る。 

 

［ポイント２］海外展開アドバイザー事業 

 コロナ禍により海外進出に消極的にならざるを得なくなったが、落ち着きを取り

戻した現在、改めて海外進出を検討する企業も散見される。世界情勢もコロナ以前

と異なっていることから、海外進出にあたり事前の市場調査や法務調査等にかかる

費用に対して一部助成金を交付することで、海外進出の機運醸成を促進する。 

 

  

『相模原の産業を元気にする応援団』になるために 

令和７年度事業計画における重点ポイント 



 

 

 

（１）ものづくり企業総合支援事業 (受託事業)  

財団に所属するコーディネーターが、ものづくり企業を中心に市内中小企

業を訪問して経営の状況や課題等を聞き取り、経営計画の策定、製品・技術

開発、販路開拓、海外進出、事業承継等、事業者が抱える様々な経営上の課

題解決に向けての支援を行う。 

また、高度・専門的な助言等が必要と判断される場合は適切な外部専門家

を選定して派遣するほか、国や他の支援機関等が実施する各種支援事業の活

用や連携を広げて、実効性のある支援を行う。 

なお、本事業では、後述の「産学連携推進事業」、「海外事業活動支援助成

金事業」等との一体的な展開を行い、各コーディネーターの情報の共有と、

財団内での支援ノウハウの蓄積に努めることとする。 

 

(目標値) 訪問及び相談企業数 ：２２０社（うち新規２５社） 

訪問及び相談回数  ：５２０回 

 

（２）国内展示会相模原ブース出展事業 

主に展示会等への出展経験やノウハウが十分でない市内ものづくり企業

の共同出展の機会を設けるとともに、広域交流拠点都市としての相模原市を

広くアピールすることを目的とした「相模原ブース」を国内で開催される展

示会に出展する。 

 

テクニカルショウヨコハマ２０２６ (予定) 

会 場：パシフィコ横浜及びＷｅｂ展示会 

日 程：未定 

 

（３）相模原市トライアル発注認定製品出展事業（受託事業） 

「相模原市トライアル発注認定制度」の販路開拓支援策として、令和６

年度、７年度認定製品のＰＲブース出展事業を市から受託し、認定製品の紹

介と相模原市の産業振興施策等の情報発信を行う。 

 

テクニカルショウヨコハマ２０２６ (予定) 

会 場：パシフィコ横浜及びＷｅｂ展示会 

日 程：未定 

１ 中小企業経営の安定と発展に向けた事業 

 



（４）九都県市合同商談会事業   

第１８回 九都県市合同商談会（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、横

浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）の企画・運営に参画し、市

内企業の広域的なビジネスマッチングの機会の創出を行う。 

また、市内事業者へ周知活動を行い、発注企業、受注企業として商談会

への参画を促す。 

開催事務局：東京都 

日程・会場：未定 

 

（５）国内見本市出展助成事業   

市内ものづくり中小企業等にとって有効な販路開拓の手段となる見本市へ

の出展を促進するため、国内で開催される見本市に出展する際の経費の一部

を助成するとともに、必要に応じ専門家を派遣するなど販路開拓の支援を行

う。 

 

対 象：製造業及び情報通信業を営む市内中小企業等 

助成額：出展料（小間代）の２分の１以内（上限１０万円） 

    前年度トライアル発注認定企業に対しては４分の３以内 

助成金予算：５，０００千円 

 

（６）相模原市制度融資事務事業 (受託事業) 

相模原市中小企業融資制度の円滑な運用を図り、市内中小企業の資金調達

を支援するため、市から申請窓口の事務を受託して制度融資に関する相談、

確認書の申請の受付・交付等の業務を行う。 

 

（７）産学連携推進事業 

ア 相模原市産学連携スタート支援補助金事業 

市内中小企業による大学等との連携を促し、自社の技術力向上や製品・

技術の高付加価値化等の実現を図るよう、企業が行う大学等との産学連携

による共同研究等に要する費用の一部の助成を行う。 

 

イ 産学連携の促進支援事業 

市内の中小企業が抱える技術的な課題等の解決を支援するため、県内の

１４大学と１１の公的産業支援機関、工業団体等で構成する「かながわ産

学公連携推進協議会」のネットワークを活用して、市内中小企業と大学等

とのマッチングを促進する。 



なお、本事業はものづくり企業総合支援事業による経営課題解決支援の

一環として、同事業と一体的に実施する。 

 

（８）商業・サービス業企業訪問支援事業（試行） 

商業・サービス業関連事業者への支援については、窓口、電話相談対応に

より取り組んでいるが、支援を強化するため、ものづくり企業総合支援事業

と同様に戸別訪問支援を実施する。 

当事業は、令和６、７年度の２か年の試行事業とし、試行後の市との連携

を視野に、事業者情報の収集及び課題を把握するなど、商業振興に向けた支

援策等の提案を行う。令和７年度は、令和６年度に実施した内容を踏まえ、

より効果的な支援を実施する。 

 

 (目標値) 訪問及び相談企業数 ： ４０社 

訪問及び相談回数  ：１００回 

 

（９）コンサルティング事業 (収益事業) 

相模原市内事業者の支援で培ってきた補助金等の申請書作成ノウハウを活

用して、相模原市周辺地域のものづくり中小企業の申請書作成支援を対価を

得て実施する事業に加え、相模原市周辺地域企業の成長支援や課題解決支援

に対しても対価を得て実施する。 

 

（１０）事業承継支援事業 

少子高齢化の進行や生産年齢人口の減少は、経営者の高齢化、後継者不足

にも深刻な影響を及ぼしている。従前からの課題である事業承継について、

他の支援機関との連携や専門家派遣を通じた支援や事業承継に関わる情報発

信を実施し、事業継続力の強化を図る。 

 

 

 

 

 

（１）人材育成等に係る事業への支援 

未来の産業界を担う児童、若者たちが起業のプロセスを体験学習する

「さがみはら子どもアントレプレナー体験事業」（事務局：さがみはら産業

創造センター）への支援を行う。 

 

重点ポイント １ 

２ 産業人材の確保・育成事業 



（２）ものづくり人材育成事業 

市内中小企業の従業者等の生産管理手法等の習得を目的としたセミナー

等を実施し、市内中小企業のものづくり人材育成を支援する。 

 

 

 

 

 

 

（１）国際化支援事業 

    今後、海外に向けた経済活動の再開に向け、アジアや友好都市トロント市

への進出や協業等のサポートを行う。 

中小企業が海外展開を進めるためのノウハウや知財保護、諸外国の経済社

会動向、法律・商慣習等に関するセミナーを開催し、実務に直結するノウハ

ウや最新の情報を提供する。 

実施にあたっては、関東経済産業局、中小企業基盤整備機構、ＪＥＴＲＯ

（独立行政法人 日本貿易振興機構）、ＪＩＣＡ（独立行政法人 国際協力機

構）、等との連携によって行う。 

 

（２）海外展開アドバイザー事業 

海外展開を準備または検討する際に必要な専門家やコンサルティング会社

等に市場調査、法務税務調査・海外展開事業計画策定、指導・法人設立、各

種許認可申請に係る経費に対し、支援を行う。 

 

（３）海外事業活動支援助成金事業 

海外での販路拡大をはじめとする事業活動に挑戦する市内ものづくり中小

企業を支援するため、デジタルを活用した越境ＥＣやオンライン商談会への

参加、自社Ｗｅｂページの多言語化への取り組みなどに対し、支援を行う。 

 

（４）海外見本市出展助成事業 

市内ものづくり中小企業等の海外での販路開拓の手段となる見本市への

出展を促進するため、海外で開催される見本市に出展する際の経費の一部を

助成し、販路開拓の支援を行う。 

 

対 象：製造業及び情報通信業を営む市内中小企業等 

助成額：出展料（小間代）の２分の１以内（上限２５万円） 

３ 国際化の促進や産業経済情報の収集・提供に関する事業 

重点ポイント２ 



    前年度トライアル発注認定企業に対しては４分の３以内 

    （上限３０万円） 

助成金予算：２，０００千円 

 

（５）インターネット等情報提供事業 

財団のＷｅｂサイトや月２回配信するメールマガジンを活用して事業の広

報を行うほか、国、県、市や他の産業支援機関等から提供される施策や事業

等の紹介、地域の企業動向やビジネスニュースなど、市内の事業者にとって

有益な産業関連情報を広く発信する。 

また、市内事業所の検索データベース「産業あるある情報」や「相模原の

銘菓・名産品」を通じ、広く情報の発信を行うとともに、新聞等のメディア

と連携し、「産業あるある情報」登録事業所と当財団の事業等に関する情報

の発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

（１）創業・起業総合支援事業 

創業を目指す人、あるいは創業・起業後間もない人・企業などを対象に相

模原市内での「成功する創業・起業」の支援を行う。 

 

ア セミナー・相談会の開催 

セミナー及び創業相談会を開催し、創業に必要な知識や情報を提供する

とともに、相談者の状況に応じた課題に対する助言や事業計画のブラッ

シュアップ等の支援を行う。 

創業相談会：毎月３回程度（年間３４回） 

セミナー ：入門、実践、ピンポイント等 

   

イ 創業・起業後支援 

本事業を活用し創業を果たした事業者のほか、創業後間もない事業者を

対象に、国の支援制度を活用した専門家派遣等をはじめとする支援事業を

実施し、事業の発展と継続を促進する。 

 

ウ 女性のための創業・起業支援 （受託事業） 

４ 創業及び新事業創出の支援に関する事業 



創業へのアイデアや意欲に溢れる女性の創業・起業予定者を対象として、

創業セミナーや交流会を開催する。 

 

（２） ＳＯＨＯ支援事業  

ア 相模原ＳＯＨＯスクエアの運営 

ＷｅｂサイトによりＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）事

業者向けビジネス情報の発信を行うとともに、市内で創業しているＳＯ

ＨＯ事業者（受注者）とアウトソーシング事業者（発注者）とのマッチ

ングシステムの管理・運営を行う。 

 

イ セミナー・交流会の開催 

ＳＯＨＯ事業者とＳＯＨＯの形態での起業を目指す人等を対象とした、

ビジネス情報提供のためのセミナーを開催し、併せて参加者による互い

の交流・情報交換の場の提供を行う。 

 

（３）コミュニティビジネス推進事業 (受託事業)  

地域社会が抱える課題やニーズを、市民が主体となってビジネスの手法

（有償サービス）により解決・実現していくコミュニティビジネス（ＣＢ）

を育成するため、普及・啓発活動を行うとともに、セミナー・相談会の開催

や、情報交換・交流会の実施を通じコミュニティビジネスの「芽」の掘り起

こし、育成支援を行う。 

ア コミュニティビジネス相談会 

コミュニティビジネスのアイデアを実現するうえでの課題の洗い出しや、

活動中の事業者の運営上の課題など、様々な段階における問題点の解決

に向け、個別の無料相談会を実施し起業と事業の運営の支援を行う。 

 

開催日：毎月第３火曜日 

 

イ セミナー・フォーラム・交流会の開催 

コミュニティビジネスの起業・運営に役立つ各種セミナーや、コミュニ

ティビジネスの先進事例を紹介するフォーラムを開催する。また、コ

ミュニティビジネス事業者やコミュニティビジネスでの起業を目指す人

を対象に、事業の立ち上げ・運営に有益な情報を提供するともに、情報

交換や相互連携のための交流会を開催する。 

 

地域プロデューサー養成講座入門講座(フォーラム)：１回 



地域プロデューサー養成講座(セミナー)：６回（連続講座） 

ウ 市内活動紹介等の情報発信 

財団のＷｅｂサイトより、市内で活動するコミュニティビジネス事業者

の活動紹介や、イベントの開催情報等を発信して、市内事業者の活動の

支援を行う。 

 

 

 

 

 

（１）産業会館運営事業  (指定管理事業) 

市立産業会館については、引き続き、今年度から５年間の指定管理者と

なったことから、施設利用者・利用率の拡大向上のため、自主事業として産

業振興に有効な事業を企画・実施する。 

また、指定管理者として、施設設備の貸出業務を行うほか、会館の設備保

守、警備、清掃業務等を行って良好な利用環境の維持を図る。 

５ 地域経済の振興に関する事業 



収支予算書
（令和7年4月 1日 ～ 令和8年3月31日） （単位：　千円）

予算額 前年度予算 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

経常収益

　①基本財産運用益 641 641 0
　基本財産受取利息 641 641 0

　②特定資産運用益 0 0 0
　特定資産受取利息 0 0 0

　③事業収益 23,853 23,641 212
　利用料金収益 22,783 22,571 212
　負担金収益 570 570 0
　その他受託等収益 500 500 0

　④受取補助金等 164,002 163,912 90
　市補助金収益 70,358 70,358 0
　市受託事業等収益 93,644 93,554 90

　⑤雑収益 1,686 1,656 30
　自動販売機手数料 430 400 30
　その他 1,256 1,256 0

経常収益計 190,182 189,850 332

経常費用

　①事業費

給料手当 47,503 51,308 △ 3,805

臨時雇賃金 13,634 14,382 △ 748

福利厚生費 7,296 8,146 △ 850

退職給付費用 569 1,015 △ 446

旅費交通費 678 634 44

通勤費 1,597 1,685 △ 88

通信運搬費 1,524 1,414 110

消耗品費 1,844 2,075 △ 231

修繕費 4,460 4,460 0

印刷製本費 1,117 1,248 △ 131

水道光熱費 18,437 18,437 0

新聞図書費 379 437 △ 58

支払手数料 453 503 △ 50

燃料費 159 159 0

賃借料 6,571 6,438 133

保険料 5 5 0

諸謝金 3,516 3,896 △ 380

租税公課 3,071 2,953 118

負担金 580 580 0
助成金 8,400 9,100 △ 700
委託料 53,508 53,136 372
雑費 43 43 0

減価償却費 15 16 △ 1

事業費計 175,359 182,070 △ 6,711

科目

(1)

(2)



予算額 前年度予算 増減科目

　②管理費

役員報酬 972 972 0

給料手当 8,714 8,779 △ 65

福利厚生費 1,569 1,580 △ 11

退職給付費用 105 181 △ 76

旅費交通費 24 24 0

通勤費 220 220 0

通信運搬費 42 30 12

消耗品費 83 83 0

修繕費 40 40 0

印刷製本費 78 78 0

燃料費 21 21 0

賃借料 2,603 2,628 △ 25

手数料 48 48 0

保険料 80 80 0
租税公課 60 60 0
負担金 144 144 0

委託費 2,440 2,440 0

雑費 300 300 0

管理費計 17,543 17,708 △ 165

　　経常費用計 192,902 199,778 △ 6,876

当期経常増減額 △ 2,720 △ 9,928 7,208

２　経常外増減の部

経常外収益

　　経常外収益計 0 0 0
経常外費用

　　経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 2,720 △ 9,928 7,208

法人税、住民税及び事業税 20 20 0

当期一般正味財産増減額 △ 2,740 △ 9,948 7,208

一般正味財産期首残高 47,632 56,473 △ 8,841

一般正味財産期末残高 44,892 46,525 △ 1,633

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産受取利息 641 641 0

一般正味財産への振替額 △ 641 △ 641 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 200,719 200,719 0

指定正味財産期末残高 200,719 200,719 0

Ⅲ　正味財産期末残高 245,611 247,244 △ 1,633

(1)

(2)



収支予算書内訳表 （単位：　千円）

（令和7年4月 1日 ～ 令和8年3月31日）

公１ 公２ 収１ 収2

産業振興事業
産業会館

運営事業

物品販売・

賃貸等事業

コンサルティング

事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1)経常収益

　①基本財産運用益 0 0 0 0 0 0 641 0 641
　基本財産受取利息 0 0 0 0 0 0 641 0 641

　②特定資産運用益 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　特定資産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　③事業収益 570 20,287 20,857 2,766 500 3,266 0 △ 270 23,853
　利用料金収益 0 20,287 20,287 2,766 0 2,766 0 △ 270 22,783
　負担金収益 570 0 570 0 0 0 0 0 570
　その他受託等収益 0 0 0 0 500 500 0 0 500

　④受取補助金等 75,867 60,525 136,392 12,425 0 12,425 15,185 0 164,002
　市補助金収益 55,173 0 55,173 0 0 0 15,185 0 70,358
　市受託事業等収益 20,694 60,525 81,219 12,425 0 12,425 0 0 93,644

　⑤雑収益 0 1,255 1,255 430 0 430 1 0 1,686
　自動販売機手数料 0 0 0 430 0 430 0 0 430
　その他 0 1,255 1,255 0 0 0 1 0 1,256

経常収益計 76,437 82,067 158,504 15,621 500 16,121 15,827 △ 270 190,182

(2)経常費用

　①事業費

給料手当 40,285 6,064 46,349 1,154 0 1,154 0 0 47,503

臨時雇賃金 1,291 10,369 11,660 1,974 0 1,974 0 0 13,634

福利厚生費 5,703 1,339 7,042 254 0 254 0 0 7,296

退職給付費用 569 0 569 0 0 0 0 0 569

旅費交通費 673 5 678 0 0 0 0 0 678

通勤費 897 588 1,485 112 0 112 0 0 1,597

通信運搬費 889 534 1,423 101 0 101 0 0 1,524

消耗品費 884 807 1,691 153 0 153 0 0 1,844

修繕費 0 3,747 3,747 713 0 713 0 0 4,460

印刷製本費 947 143 1,090 27 0 27 0 0 1,117

水道光熱費 0 15,488 15,488 2,949 0 2,949 0 0 18,437

新聞図書費 379 0 379 0 0 0 0 0 379

支払手数料 353 84 437 16 0 16 0 0 453

燃料費 159 0 159 0 0 0 0 0 159

賃借料 6,180 497 6,677 94 0 94 0 △ 200 6,571

保険料 0 5 5 0 0 0 0 0 5

諸謝金 3,516 0 3,516 0 0 0 0 0 3,516

租税公課 919 1,808 2,727 344 0 344 0 0 3,071

負担金 580 0 580 0 0 0 0 0 580

助成金 8,400 0 8,400 0 0 0 0 0 8,400

委託料 5,232 40,552 45,784 7,724 0 7,724 0 0 53,508
雑費 0 37 37 6 0 6 0 0 43
減価償却費 15 0 15 0 0 0 0 0 15

事業費計 77,871 82,067 159,938 15,621 0 15,621 0 △ 200 175,359

科　　目 合計
小計

公益目的事業会計

法人会計
内部取引等

消去

収益事業等会計

小計



公１ 公２ 収１ 収2

産業振興事業
産業会館

運営事業

物品販売・

賃貸等事業

コンサルティング

事業

科　　目 合計
小計

公益目的事業会計

法人会計
内部取引等

消去

収益事業等会計

小計

　②管理費

役員報酬 0 0 0 0 0 0 972 0 972

給料手当 0 0 0 0 0 0 8,714 0 8,714

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 1,569 0 1,569

退職給付費用 0 0 0 0 0 0 105 0 105

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 24 0 24

通勤費 0 0 0 0 0 0 220 0 220

通信運搬費 0 0 0 0 0 0 42 0 42

消耗品費 0 0 0 0 0 0 83 0 83

修繕費 0 0 0 0 0 0 40 0 40

印刷製本費 0 0 0 0 0 0 78 0 78

燃料費 0 0 0 0 0 0 21 0 21

賃借料 0 0 0 0 0 0 2,673 △ 70 2,603

手数料 0 0 0 0 0 0 48 0 48
保険料 0 0 0 0 0 0 80 0 80
租税公課 0 0 0 0 0 0 60 0 60
負担金 0 0 0 0 0 0 144 0 144

委託費 0 0 0 0 0 0 2,440 0 2,440

雑費 0 0 0 0 0 0 300 0 300

管理費計 0 0 0 0 0 0 17,613 △ 70 17,543

経常費用計 77,871 82,067 159,938 15,621 0 15,621 17,613 △ 270 192,902

当期経常増減額 △ 1,434 0 △ 1,434 0 500 500 △ 1,786 0 △ 2,720

２　経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他会計振替前

当期一般正味財産増減額
△ 1,434 0 △ 1,434 0 500 500 △ 1,786 0 △ 2,720

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,434 0 △ 1,434 0 500 500 △ 1,786 0 △ 2,720

法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 0 0 20 0 20

当期一般正味財産増減額 △ 1,434 0 △ 1,434 0 500 500 △ 1,806 0 △ 2,740

一般正味財産期首残高 405 5,269 5,674 3,416 △ 55 3,361 38,597 0 47,632

一般正味財産期末残高 △ 1,029 5,269 4,240 3,416 445 3,861 36,791 0 44,892

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産受取利息 0 0 0 0 0 0 641 0 641

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 △ 641 0 △ 641

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 719 0 719 0 0 0 200,000 0 200,719

指定正味財産期末残高 719 0 719 0 0 0 200,000 0 200,719

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 310 5,269 4,959 3,416 445 3,861 236,791 0 245,611



資金調達及び設備投資の見込みについて
（令和7年4月 1日 ～ 令和8年3月31日）

（１）資金調達の見込みについて

借入れの予定 なし

事業 借入先 金額（円） 使途

（２）設備投資の見込みについて

設備投資の予定 なし

事業 設備投資の内容
支出又は収入の

予定額（円）

資金調達方法

又は取得資金の使途


